
属
当
初
は
担
当
分
野
の
知
識
が
不
足
し
て
い
て
、

ウ
ハ
ウ
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
か
ら
で
す
。
業

円
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け
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

J
I
C
A
は
3
月
31
日
、
イ
ラ
ク
の
首
都

バ
グ
ダ
ッ
ド
で
、「
財
政
改
革
開
発
政
策
借
款
」

を
対
象
に
、
同
国
政
府
と
の
間
で
2
5
0
億

円
を
限
度
と
す
る
円
借
款
貸
付
契
約
に
調
印

し
ま
し
た
。

　

イ
ラ
ク
は
、
原
油
埋
蔵
量
世
界
第
5
位
、

天
然
ガ
ス
埋
蔵
量
第
12
位
の
天
然
資
源
に
恵

ま
れ
た
国
で
す
。
そ
の
反
面
、
石
油
・
ガ
ス

セ
ク
タ
ー
が
国
内
総
生
産
の
65
%
、
歳
入
の

93
%
、
輸
出
の
98
%
を
占
め
る
な
ど
、
同
セ

ク
タ
ー
に
経
済
が
大
き
く
依
存
す
る
構
造
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
で
2
0
1
4
年
、
原
油
価
格

の
下
落
や
武
装
勢
力
の
拡
大
な
ど
の
影
響
を

受
け
た
イ
ラ
ク
経
済
は
、
マ
イ
ナ
ス
成
長
を

記
録
。
財
政
面
で
も
、
原
油
収
入
の
減
少
や

治
安
維
持
費
の
増
加
、
国
内
避
難
民
へ
の
緊

急
支
援
支
出
の
増
加
な
ど
に
よ
っ
て
、
13
年
、

14
年
と
赤
字
に
な
り
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
公

的
債
務
残
高
も
増
加
傾
向
に
あ
り
、
財
政
再

建
に
向
け
た
改
革
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

特
に
重
要
な
の
は
、
全
労
働
人
口
の
約
半
分

を
占
め
る
公
務
員
と
国
有
企
業
の
雇
用
・
年

金
制
度
の
改
善
、
公
共
投
資
管
理
能
力
の
向

上
、
国
有
企
業
の
経
営
効
率
化
・
透
明
化
な

ど
で
す
。

　

ま
た
、
同
国
で
は
天
然
ガ
ス
の
輸
入
費
や

電
力
料
金
補
助
金
が
財
政
を
大
き
く
圧
迫
し

て
お
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
ク
タ
ー
の
効
率
化

も
必
要
で
す
。
原
油
の
生
産
過
程
で
大
気
中

に
放
出
さ
れ
る
ガ
ス
の
発
電
へ
の
活
用
は
、

財
政
支
出
の
削
減
手
段
と
し
て
注
目
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
背
景
か
ら
、
同
国

で
は
昨
年
8
月
に
行
財
政
改
革
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
改
善
、
反
汚
職

を
柱
と
す
る
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム

が
閣
議
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
回
、
イ
ラ
ク
政
府
と
の
間

で
調
印
し
た
事
業
は
、
世
界
銀

行
と
の
協
調
の
下
、
改
革
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
中
の
行
財
政
改
革
を

中
心
に
支
援
し
、
同
国
の
安
定

し
た
マ
ク
ロ
経
済
運
営
を
後
押

し
す
る
も
の
で
す
。
具
体
的
に

は
、
①
政
府
予
算
管
理
の
適
正

化
、
②
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
性
改

善
、
③
国
有
企
業
改
革
｜
の
3

分
野
の
改
革
を
支
援
し
ま
す
。

　

ま
た
、
J
I
C
A
は
本
事
業

と
連
携
し
て
、
同
国
政
府
の
中

長
期
的
な
債
務
管
理
体
制
構
築

を
支
援
す
る
た
め
、
日
本
人
専

門
家
を
派
遣
す
る
こ
と
を
計
画

し
て
い
ま
す
。

イラク向け円借款契約の調印 財政再建を支援 01

03ミクロネシアで安定的な電力供給を支援
　

J
I
C
A
は
４
月
１
日
、
ミ
ク
ロ
ネ
シ

ア
連
邦
政
府
と
の
間
で
、「
コ
ス
ラ
エ
州
電

力
セ
ク
タ
ー
改
善
計
画
」
を
対
象
に
、
１１

億
９
３
０
０
万
円
を
限
度
と
す
る
無
償
資

金
協
力
の
贈
与
契
約
を
締
結
し
ま
し
た
。

　

同
国
コ
ス
ラ
エ
州
の
主
力
発
電
所
は
、

老
朽
化
し
た
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
に
依
存

し
て
い
る
上
、
関
連
設
備
も
塩
害
な
ど
で

劣
化
し
、
発
電
効
率
が
低
い
状
況
で
す
。

一
方
で
、
電
力
需
要
は
高
ま
っ
て
お
り
、

設
備
の
増
強
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
事
業
で
は
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機

と
関
連
施
設
を
整
備
し
、
安
定
的
・
効
率

的
な
電
力
供
給
を
通
じ
て
、
人
々
の
生
活

改
善
や
国
の
経
済
発
展
に
貢
献
。
発
電
効

率
の
改
善
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削

減
に
も
つ
な
が
る
と
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

J
I
C
A
は
同
国
を
含
む
大
洋
州
地
域

で
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
維
持
管
理
や

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
と
の
併
用
運

転
に
関
す
る
研
修
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実

施
す
る
と
と
も
に
、
人
材
育
成
も
支
援
。

こ
れ
ら
の
協
力
を
通
じ
て
、
同
国
や
大
洋

州
地
域
へ
の
安
定
的
な
電
力
供
給
を
支
援

し
て
い
き
ま
す
。

02　ベナンで安全な水へのアクセス改善を支援
　

J
I
C
A
は
3
月
31
日
、
ベ
ナ
ン
政
府
と
の

間
で
「
グ
ラ
ズ
エ
市
及
び
ダ
ッ
サ
ズ
メ
市
に
お

け
る
地
下
水
を
活
用
し
た
飲
料
水
供
給
計
画
」

を
対
象
に
、
10
億
７
１
０
０
万
円
を
限
度
と
す

る
無
償
資
金
協
力
の
贈
与
契
約
を
締
結
し
ま

し
た
。

　

本
事
業
で
は
、
給
水
率
が
低
い
中
部
の
グ
ラ

ズ
エ
市
と
ダ
ッ
サ
ズ
メ
市
で
、
新
規
水
源
を
開

発
し
、
配
水
管
や
高
架
水
槽
な
ど
を
建
設
。
給

水
量
の
拡
大
と
と
も
に
、
水
因
性
疾
患
の
減
少

や
生
活
環
境
の
改
善
を
目
指
し
ま
す
。

　

ベ
ナ
ン
は
、
2
0
1
5
年
ま
で
に
都
市
部
の

給
水
率
を
75
%
に
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
き
ま

し
た
。
し
か
し
、
水
源
が
限
ら
れ
て
い
る
対
象

の
２
都
市
で
は
、
給
水
率
は
約
50
%
（
13
年
）

と
低
迷
。
ま
た
、
人
口
増
加
で
水
需
要
が
高
ま

り
、
井
戸
水
が
減
少
し
つ
つ
あ
る
こ
と
も
、
給

水
事
情
を
悪
化
さ
せ
て
い
ま
す
。

　

J
I
C
A
は
こ
れ
ま
で
も
、
地
下
水
開
発
や

村
落
部
の
給
水
施
設
整
備
な
ど
で
同
国
を
支
援

し
て
き
ま
し
た
。
本
事
業
で
は
、
深
井
戸
な
ど

の
新
規
水
源
を
開
発
。
給
水
量
は
グ
ラ
ズ
エ
市

で
2
・
4
倍
、
ダ
ッ
サ
ズ
メ
市
で
3
・
8
倍
に

な
る
と
見
込
ま
れ
て
お
り
、
約
３
万
２
０
０
０

人
に
裨
益
す
る
事
業
と
な
り
ま
す
。 

岩崎JICAミクロネシア支所長（左）とローリン・S・ロ
バート外務大臣による署名式の様子

高架水槽の完成図

貸付契約書に署名するズィーバーリー・イラク財務大臣（右）と、早川友歩JICAイラク所長（左）


